
業務改善助成金の活用例

生産性を向上させ、事業場内で最も低い賃金を引
き上げる中小企業・小規模事業者を支援する助成
金制度です。

賃金引上げ 設備投資等
設備投資等に要した
費用の一部を助成

事業場内の
最低賃金を
引き上げよう！

問い合わせ先：業務改善助成金コールセンター

ＴＥＬ：0120-366-440

飲食業、宿泊業、卸・小売業、生
活関連サービス業、医療・福祉業、
製造業等の活用例の抜粋を載せ
ています。



（※３）ここでいう「生産性」とは、企業の決算書類から算出した、労働者１人当たりの付加価値を指します。
助成金の支給申請時の直近の決算書類に基づく生産性と、その３年度前の決算書類に基づく生産性を比較し、伸び
率が一定水準を超えている場合等に、加算して支給されます。

令和４年度 業務改善助成金
（通常コース）のご案内

（※1）

（※2）

（※1）

コース区分
引上

げ額

引き上げる

労働者数

助成

上限額
助成対象事業場 助成率

30円コース
30円
以上

１人 ３０万円

以下の２つの要件を
満たす事業場

・事業場内最低賃金と
地域別最低賃金の
差額が30円以内

・事業場規模100人以下

【事業場内最低賃金
900円未満】
４／５

生産性要件を
満たした場合は
９／１０

【事業場内最低賃金
900円以上】
３／４

生産性要件を
満たした場合は
４／５

２～３人 ５０万円

４～６人 ７０万円

７人以上 １００万円

10人以上 １２０万円

45円コース
45円
以上

１人 ４５万円

２～３人 ７０万円

４～６人 １００万円

７人以上 １５０万円

10人以上 １８０万円

60円コース
60円
以上

１人 ６０万円

２～３人 ９０万円

４～６人 １５０万円

７人以上 ２３０万円

10人以上 ３００万円

90円コース
90円
以上

１人 ９０万円

２～３人 １５０万円

４～６人 ２７０万円

７人以上 ４５０万円

10人以上 ６００万円

（※３）

（※３）

（※１）10人以上の上限額区分は、以下の①叉は②のいずれかに該当する事業場が対象となります。
①賃金要件：事業場内最低賃金900円未満の事業場
②生産量要件：売上高や生産量などの事業活動を示す指標の直近３ヶ月間の月平均値が前年又は前々年の同じ月に比べて、

30％以上減少している事業者

（※1）

（※1）

（※1）

（※1）

『業務改善助成金（通常コース）』は、生産性を向上させ、「事業場内で最も低い
賃金（事業場内最低賃金）」の引上げを図る中小企業・小規模事業者を支援する助成金です。

事業場内最低賃金を一定額以上引き上げ、

設備投資（機械設備、コンサルティング導入や人材育成・教育訓練）

などを行った場合に、その費用の一部を助成します。

助成金の
概要

業務改善助成金 検索詳しくはHPをご覧ください！

※申請期限：令和５年１月31日
概 要

賃金引上げ
設備投資等に要した
費用の一部を助成設備投資等

（※２）対象は地域別最低賃金900円未満の地域のうち､事業場内最低賃金が900円未満の事業場です｡（令和４年４月現在）

（※2）



厚生労働省 （R４.４.１）

～ 業務改善助成金の活用事例 ～

ご留意頂きたい事項

◆ 助成金の申請窓口は、都道府県労働局です。事業場がある地域の労働局にお問い合わせください。

【担当部署】各労働局雇用環境・均等部（室）

申請先

お問い合わせ先

交付申請書・事業実施計画などを、
最寄りの都道府県労働局に提出

審
査

交付決定後、
提出した計画に
沿って事業実施

労働局に
事業実施結果

を報告
支給

助成金支給までの流れ

審
査

◆ 過年度に業務改善助成金を活用した事業場も、助成対象となります。

◆ 予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。

◆ 事業完了の期限は令和５年３月３１日です。

働き方改革推進支援資金

◆ 日本政策金融公庫では、事業場内最低賃金の引上げに取り組む者に対して、設備資金や

運転資金の融資を行っています。

詳しくは、事業場がある都道府県の日本政策金融公庫の窓口にお問い合わせください。

【担当部署】各都道府県日本政策金融公庫

◆ 「業務改善助成金コールセンター」まで、お気軽にお問い合わせください。

電話番号 0120-366-440 （受付時間 平日8:30～17:15）



【業務改善助成金に関する事例】

助成金活用のきっかけ

【所在地】愛知県　【従業員数】5人　【事業内容】飲食業【企業概要】

　店内飲食が減少していたため、コンサルティングと設備投資により、販売増と業務効率化を検

討した。

　デリバリーの注文受付から配達までの工程と、揚げ物調理の効率化により生産性が向上し、１

人の従業員の時間給（事業場内最低賃金）を100円引き上げた。さらに、事業場内最低賃金を上

回る従業員の賃金の引上げを実施した。

　デリバリー販売を拡大し、揚げ物を短時間で大量に調理することで、多くの注文を受けて処理

したいと考えた。そこで、助成金を活用して、デリバリーサイトへの掲載内容についてコンサルテ

ィングを受け、受注システム、配達用３輪バイク、二層フライヤーを導入した。

　コンサルティングを受けてデリバリーサイトへの掲載と受注システムの導入をすることで、電

話応対がなくなり配達エリアや配達住所の管理が正確に行えるようになった。また、３輪バイク

の導入で配達時間が１日1.5時間削減され、二層フライヤーの導入で６件の注文を一度に調理す

ることができるようになった。

デリバリー拡充のためのコンサルティングと必要なシステム・

機材を導入して売上を拡大

＜導入前＞ ＜導入後＞ さらなる工夫

従業員が創作
した料理を持
ち寄って新メニ
ューの検討をす
ることで、時流
に沿った商品提
供をしている。



【業務改善助成金に関する事例】

助成金活用のきっかけ

【所在地】三重県　【従業員数】30人　【事業内容】宿泊業【企業概要】

　人手によるおにぎり作りや食器洗浄、また炊飯機の設定や、客席へオーダーを取りに行き厨房

へ伝えに戻るにも時間がかかっていた。そのため、設備投資による業務効率化を検討してきた。

　キッチンやホールの業務効率化により生産性が向上し、10人の従業員の時間給（事業場内最

低賃金）を平均149円引き上げた。さらに、事業場内最低賃金を上回る従業員の賃金の引上げを

実施した。

　おにぎり製造や食器洗いを自動化し、炊飯器の設定作業の簡略化や炊飯時間を短縮化、またオ

ーダー業務を正確かつ迅速に行いたいと考えた。そこで、助成金を活用して、おにぎり製造機、食

器洗浄機、自動炊飯器、QRコードオーダーシステムを導入した。

　おにぎり製造機の導入により、製造者が３名から１名に省力化し、他の業務に人員を配置でき

るようになった。また、食器洗浄機の導入により、短時間で作業できるようになった。さらに、自動

炊飯器を導入することで、設定や操作が簡単になった上、炊飯時間も短縮できた。そして、QRコ

ードオーダーシステムを導入することで、オーダー業務がミスなく短時間でできるようになった。

キッチン業務の効率を上げる機器と QR コードオーダーシス

テムの導入により業務効率化

さらなる工夫

パート従業員も
含めて評価制
度を導入し、本
人も納得のい
く適正な評価
につなげてい
る。

＜導入前＞ ＜導入後＞



【業務改善助成金に関する事例】

助成金活用のきっかけ

【所在地】神奈川県　【従業員数】22人　【事業内容】飲食業【企業概要】

　一度に大量の調理ができなかったり、２階にも１階の製氷機から運ばなければならず、また厨

房の動線が悪くて料理の提供に時間がかかっていたため、設備投資による業務効率化を検討し

た。

　料理を提供する工程の効率化により生産性が向上し、４人の従業員の時間給（事業場内最低

賃金）を平均81円引き上げた。さらに、事業場内最低賃金を上回る従業員の賃金の引上げを実

施した。

　より多くのパン製造や調理をしたり、動線を改善して氷の使用や料理の提供をより円滑に行い

たいと考えた。そこで、助成金を活用してスチームコンベクションオーブンと製氷機を導入し、厨

房のレイアウト変更を行った。

　スチームコンベクションオーブンの導入により、パンの焼成時間は約1/6になり、野菜の茹で時

間は約1/3になった。また、２階に製氷機を設置したことにより氷を１階から２階に運ぶ必要がな

くなった。さらに、壁の撤去や冷蔵庫とシンクの間を移動しやすいようにレイアウト変更したこと

により動線が改善され、業務時間も５～10％削減できた。

スチームコンベクションオーブンの導入と厨房のレイアウト変

更により料理の提供工程を効率化

＜導入前＞ ＜導入後＞ さらなる工夫

各店舗の成功
事例を共有す
ることで波及効
果が得られて
いる。







【業務改善助成金に関する事例】

助成金活用のきっかけ

【所在地】鳥取県　【従業員数】23人　【事業内容】卸売業【企業概要】

　既存のシステムは、最新のOSに対応できないほど古いままだった。また、在庫管理を手作業で

行っており、毎週実施する棚卸作業に時間がかかっていたため、設備投資による業務効率化を検

討した。

　システムの入替により生産性が向上し５人の従業員の時間給（事業場内最低賃金）を30円引

き上げた。さらに、事業場内最低賃金を上回る従業員の賃金の引上げを実施した。

　卸売業の特性上、多種大量の商品の在庫管理が必要となり、負担を軽減したいと考えた。そこ

で、助成金を活用して旧式の在庫管理システムを新しいシステムに入れ替えた。

　在庫管理システムの入替により、毎週の棚卸作業に費やす時間が無くなり、迅速に在庫量や在

庫金額を把握できるようになった。

旧式の在庫管理システムの入替による在庫確認の迅速化と棚

卸作業の削減

＜導入前＞ ＜導入後＞







【業務改善助成金に関する事例】

助成金活用のきっかけ

【所在地】京都府　【従業員数】2人　【事業内容】理容業【企業概要】

　会計を手作業で行っており、時間がかかり、ミスもあった。また、顧客管理や在庫管理を紙で行

っていたので、探す手間がかかっていた。そのため、設備投資による業務効率化を検討した。

　機器の導入により生産性が向上し１人の従業員の時間給（事業場内最低賃金）を61円引き上

げた。さらに、事業場内最低賃金を上回る従業員の賃金の引上げを実施した。

　会計時の手作業の負担や会計ミス、レジ待ち時間も減らしたいと考えた。また、予約対応や顧客

情報、在庫情報、売上情報も効率的に一元管理したいと考えた。そこで、助成金を活用して理容店

専用の業務システムを導入した。

　業務管理システムを導入することで、予約対応に係る時間が１日あたり10%程度短縮、また在

庫管理や精算処理に係る時間が半減し、接客対応にかける時間を増やすことができた。

理容店専用の業務管理システムを導入し、経営情報を一元管

理して業務効率化

＜導入前＞ ＜導入後＞ さらなる工夫

売上データや
来店予測機能
を顧客拡大に
活用することが
できるようにな
った。
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【業務改善助成金に関する事例】

助成金活用のきっかけ

【所在地】山形県　【従業員数】16人　【事業内容】介護事業【企業概要】

　利用者の睡眠状態などが事務室からでは把握できず、またトイレや入浴の介助の際に職員の

待機時間が長くなることがあった。また、福祉車両が小さく、車いすの種類によっては載せられな

かった。そのため、設備投資による業務効率化を検討した。

　巡回や介助等の効率化により生産性が向上し、１人の従業員の時間給（事業場内最低賃金）を

134円引き上げた。さらに、事業場内最低賃金を上回る従業員の賃金の引上げを実施した。

　利用者の睡眠状態を事務室のモニターで確認でき、利用者や他の職員がボタンで職員を呼べ

るような機器と、あらゆる車いすを電動で載せられる福祉車両を導入したいと考えた。そこで、

助成金を活用して、ベッドセンサー、ワイヤレスコール、新型福祉車両を導入した。

　ベッドセンサーとワイヤレスコールの導入により、遠隔でのモニター管理が可能になり、巡回

や介助が１日の合計で約６時間削減された。さらに、どのような車いすでも電動にて１人で車両

に載せられるようになった。

巡回や介助を効率化する機器と新たな福祉車両の導入により

業務負担を軽減

＜導入前＞ ＜導入後＞ さらなる工夫

削減できた時間
で、記録作成、
備品管理、施設
清掃、他の利用
者の介助等が
可能になった。



【業務改善助成金に関する事例】

助成金活用のきっかけ

【所在地】奈良県　【従業員数】1人　【事業内容】鍼灸業【企業概要】

　施術者の経験の差による技量の違いが出ていたため、設備投資と研修により、業務効率化を検

討した。

　施術工程の効率化により生産性が向上し、１人の従業員の時間給（事業場内最低賃金）を90円

引き上げた。

　各人の技量の違いをカバーした上で、より短時間で効果の上がる施術を行い、業務の効率化

と顧客の拡大をしたいと考えた。そこで、助成金を活用して、赤外線治療器とセラミック電気

温灸器を導入し、生産性向上のための研修を導入した。

　施術機器の導入により、院長でなければ施術できなかった疾患が他の従業員でも対処できる

ようになり稼働率が２割高まるとともに、施術時間が３割短縮された。また、研修を通じて、業務

分析の実施、生産性向上のための仕組み検討、行動目標の設定、報告書への記述内容の改善、効

果的な情報の発信等を行うことにより、患者数の増加にもつながった。

赤外線治療器とセラミック電気温灸器の導入及び研修の実

施により業務効率化を図ることで受入患者数を拡大

＜導入前＞ ＜導入後＞ さらなる工夫

効果的な施術
に関する知識
や技術を互い
に共有すること
で、施設全体と
してより効果的
な施術が提供
可能となった。
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【業務改善助成金に関する事例】

助成金活用のきっかけ

【所在地】和歌山県　【従業員数】19人　【事業内容】食品製造業【企業概要】

　餅の製造や運搬を手作業で行っていたため時間がかかっていた。また、外国人従業員には写真

を使って身振り手振りで作業方法を教えていたため、教育効果が低かった。そのため、設備投資

による業務効率化を検討した。

　製造工程と従業員教育の効率化により生産性が向上し、19人の従業員の時間給（事業場内最

低賃金）を平均65円引き上げた。

　餅の製造や運搬の作業を軽減し、外国人従業員にもわかりやすく作業方法を教えたいと考

えた。そこで、助成金を活用して、餅つき機、ベルトコンベア、視聴覚機器、翻訳機を導入した。

　自動製造・運搬機器により、４人必要だった作業が２人でできるようになった。また、視聴覚機

器・翻訳機の導入により、写真を使った説明よりも教育効果が向上した。

自動餅つき機とベルトコンベアの導入で生産を効率化、視聴

覚機器と翻訳機の導入で外国人従業員の作業水準向上

＜導入前＞ ＜導入後＞ さらなる工夫

機械装置、照明、
原材料、人員配
置の見直しを行
った。
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「業務改善助成金特例コース」とは、新型コロナウイルス感染症の影響により、売上高等
が30%以上減少している中小企業事業者が、令和3年7月16日から令和3年12月31日まで
の間に、事業場内最低賃金（事業場で最も低い賃金）を30円以上引き上げ※、これから設
備投資等を行う場合に、対象経費の範囲を特例的に拡大し､その費用の一部を助成するも
のです。
※ 賃金引き上げ額が30円に満たない場合でも、申請時までに遡って追加の引き上げを行い、当該差額が支払われた
場合は、当該要件に該当するものと取り扱われます。

● 就業規則等により※、引き上げ後の賃金額を事業場の労働者の下限の賃金額とすることを

定め、引き上げ後の賃金額を支払っていること
※就業規則等がない場合は､「労働者の下限の賃金額についての申出書」の提出でも認められます。

● 生産性向上等に役立つ設備投資等を行い、その費用を支払うこと
※生産性向上に役立つ設備投資等を行う取り組みに関連する費用として、業務改善計画に計上された経費
（関連する経費）がある場合は、その費用も支払うことが必要です。

● 新型コロナウイルス感染症の影響により、「売上高または生産量等を示す指標の令和3年

4月から同年12月までの間の連続した任意の3か月間の平均値」が、前年または前々年同

期に比べ、30％以上減少している事業者

● 令和3年7月16日から同年12月末までの間に事業場内最低賃金を30円以上引き上げている

こと（引き上げ前の事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が30円以内の事業場に限ります。）

「業務改善助成金特例コース」のご案内

業務改善計画全体として生産性向上が認められる場合、生産性向上等に役立つ設備投資等を
行う取り組みに関連する費用として、業務改善計画において計上された経費(＝関連する経
費）についても助成対象として拡充されます。

ここがポイント

支給要件

助成額・助成率 助成額 助成率

最大100万円 3／４
※対象経費の合計額×補助率3／4

助成対象

A 生産向上等に資する設備投資等
機械設備※、コンサルティング導入、人材育成・教育訓
練など
※PC、スマホ、タブレットの新規購入、貨物自動車なども対象

B 関連する経費※ 広告宣伝費、汎用事務機器、事務室の拡大、机・椅子の増
設など

以下Aのほか、業務改善計画に計上されたBも助成の対象となります。

※「関連する経費」は生産性向上等に資する設備投資等の額を上回らない範囲に限られます

対象となる事業者（事業場） 以下の要件をいずれも満たす必要があります。

以下の要件をいずれも満たす必要があります。

◆ 令和４年度も引き続き特例コースを実施します。
（申請期限：令和４年７月29日（金）まで）
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上限額
引き上げ
労働者数

1人 30万円

2人～3人 50万円

4人～6人 70万円

7人以上 100万円

労働局に事業実施結果を報告

交付決定後、提出した計画に沿って取り組み※2

を実施

「交付申請書・事業実施計画など」を、最寄り
の労働局雇用環境・均等部（室）に提出
（締切は令和4年７月29日（金））※1

交付額確定後、労働局に支払請求を提出

審査

支 給

※1 申請期限を延長する場合は、別途お知らせします。
また、予算の範囲内で交付するため、申請期間内に
募集を終了する場合があります。

■助成金の要綱・要領や、申請書の
記載例を掲載している「申請様式」
等は、こちらからダウンロードでき
ます。

特例コースの活用

[参考]
◆日本政策金融公庫では､事業場内最低賃金の引き
上げに取り組む者に対して、設備資金や運転資金
の融資を行っています。詳しくは、事業場がある
都道府県の日本政策金融公庫の窓口に
お問い合わせください。

【担当部署】各都道府県日本政策金融公庫

交付申請書等の提出先は管轄の都道府県労働局 雇用環境・均等部（室）です。

業務改善助成金コールセンター

電話番号：0120－366－440 （受付時間 平日8:30～17:15）

※2 交付決定前に行った設備投資等は助成対象となりません。

ご利用の流れ 助成額の上限

審査

特例コースの活用例 (「関連する経費」の助成対象の拡充)

デリバリーサービスを拡大 サテライトオフィスを設置

A 生産性向上等に
役立つ設備投資等

飲食店でデリバリーサービスを拡大す
るに当たり、機動的に配送できるデリ
バリー用3輪バイクを導入

サテライトオフィスを設置し、リモート
ワークの環境を整備するため、テレワー
ク関連機器を新たに導入

B 関連する経費

これまでの店舗内飲食だけでなく、さ
らにデリバリー・サービスを拡大した
ことを幅広く周知するために、広告宣
伝（広告宣伝費）を実施

テレワーク関連機器の導入に合わせて、
コピー機、プリンター、事務机・椅子等
も導入し、サテライトオフィスの業務環
境を整備

成果

配達の効率化とサービス内容の幅広い
周知により、多くの顧客を獲得し、生
産性が向上

オフィス内の業務環境全体を整備するこ
とにより、テレワークの機能性アップや
業務効率化が図られ、生産性が向上

生産性や労働能率の向上を図るための特例コースの活用例を紹介します。

お問い合わせ先

ご不明な点やご質問等について、お気軽にお問い合わせください。



件　名 効力発生年月日

香川県最低賃金 令和３年10月１日

件　名 時間額
適用除外される労働者

（この欄に掲げる労働者は、上記の
香川県最低賃金が適用になります。）

効力発生年月日

(１)　１８歳未満又は６５歳以上の者

(２)　雇入れ後６月未満の者であって、技能習

　　得中のもの

(３)　次に掲げる業務に主として従事する者

　イ　清掃、片付け又は雑役の業務

　ロ　手作業による原料の前処理の業務

　ハ　手作業による容器の洗浄、ラベル貼り、

　　紙箱の組立て、容器詰め又は包装の業務

(１)　１８歳未満又は６５歳以上の者

(２)　雇入れ後６月未満の者であって、技能習

　　得中のもの

(３)　清掃、片付け又は雑役の業務に主として

　　従事する者

(１)　１８歳未満又は６５歳以上の者

(２)　雇入れ後６月未満の者であって、技能習

　　得中のもの

(３)　清掃、片付け又は雑役の業務に主として

　　従事する者

(１)　１８歳未満又は６５歳以上の者

(２)　雇入れ後６月未満の者であって、技能習

　　得中のもの

(３)　次に掲げる業務に主として従事する者

　イ　清掃、片付け又は賄いの業務

　ロ　手作業により又は手工具若しくは卓上旋

　　盤、卓上ボール盤、手持電動工具その他こ

　　れらに準ずる操作が容易な小型動力機を用

　　いて行う運搬、包装、箱詰め、袋詰め、

　　みがき、選別、検査、組立て、取付け、

　　マーク打ち、塗油、組線、巻線、かしめ、

　　穴あけ、ねじ切り、曲げ、打抜き又はバリ

　　取りの業務(これらの業務のうち流れ作業

　　の中で行う業務を除く。)

　・観音寺　0875-25-2138　　　・東かがわ　0879-25-3137

　〇最低賃金には、臨時に支払われる賃金（結婚手当等）・１か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与等）、
　  時間外・休日・深夜の割増賃金、精皆勤手当、通勤手当、家族手当は算入されません。

【最低賃金についてのご相談・お問い合わせ先】
　香川労働局労働基準部　賃金室　087-811-8919
　労働基準監督署
　・高松　  087-811-8946　　　・丸亀　    0877-22-6244　　　　・坂出　0877-46-3196

　〇最低賃金額以上の賃金を支払わないときには、罰則が適用されることがあります。

香川県はん用機械器具、
生産用機械器具、業務用
機械器具製造業最低賃金
(＊計量器・測定器・分
析機器・試験機・測量機
械器具・理化学機械器具
製造業、医療用機械器
具・医療用品製造業、光
学機械器具・レンズ製造
業、武器製造業を除く)

９７０円 令和３年12月15日

香川県船舶製造・修理
業，舶用機関製造業最低
賃金

９８０円 令和３年12月15日

香川県電子部品・デバイ
ス・電子回路、電気機械
器具、情報通信機械器具
製造業最低賃金

９１３円 令和３年12月15日
（＊光ディスク・磁気
ディスク・磁気テープ製
造業、電池製造業、その
他の電気機械器具製造業
を除く）

　〇使用者は、最低賃金額以上の賃金を労働者に支払わなければなりません。

◎特定最低賃金（産業別最低賃金）

　下記の業種に該当する事業場で働く労働者には、特定最低賃金（産業別最低賃金）が適用されます。

香川県冷凍調理食品製造
業最低賃金 ８４９円 令和３年12月15日

　地域別最低賃金と特定最低賃金の両方が適用される労働者には、使用者は高い方の最低賃金額以上の賃金を支払わな
ければなりません。

８４８円

みんなチェック! 最低賃金

香川県の最低賃金
◎地域別最低賃金

香川県内の事業場で働くすべての労働者（臨時、パートタイマー、アルバイトなどを含む）に適用されます。

時間額


